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我が国の廃棄物・リサイクル対策の取組（事例集）

-構成-

1.様々な事案への対応
(1)国内の不法投棄や有害物質の不適正管理防止の取組
(2)海外への廃棄物等の輸出に対する問題

2.国内の３Ｒ推進のための基盤となるファクター
(1)施設－高度なリサイクル施設の整備
(2)技術－リサイクル技術の発展
(3)地域－ゼロエミッションの取組（川崎市の事例）
(4)国民－資源集団回収の取組
(5)ＮＰＯ・ＮＧＯ－エコ・コミュニティ事業
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１．様々な事案への対応
(1) 国内の不法投棄や有害物質の不適正管理防止の取組
ア 不法投棄の現状

○平成16年度に発覚した産業廃棄物の不法投棄事案は、673件で41.1万トンとなっており、件数及び投棄量ともに前年度より減少
した。このうち、不法投棄された産業廃棄物の種類をみると建設系廃棄物が479件、35.4万トンを占め、投棄量全体の86.2%と
なっている。

○平成16年度末の時点で残存している産業廃棄物の不法投棄等事案の残存件数は2,560件、残存量は1,579.5万トンとなっている。
このうち、建設系廃棄物が1,773件（1,008.3万トン）で、投棄量全体の63.8%を占めている。
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【不法投棄量】【不法投棄件数】不法投棄件数及び投棄量の推移

出典：環境省資料

出典：環境省資料
【不法投棄の状況の例】
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イ 不法投棄対策（国の取組）

○廃棄物処理法により、不法投棄に関与した者に対する罰則、排出事業者責任の強化等を行い、不法投棄の防止を図るとともに、
現に不法投棄が行われた場合には原因者等に措置命令等を課すことにより不法投棄現場の生活環境保全上の支障の除去等を
図っている。

○さらに、平成15年に産廃特措法が制定され、過去(平成10年6月以前)の産業廃棄物の不法投棄事案に係る生活環境保全上の支障
の除去等を平成24年までの10年間に集中的に行うこととしたほか、平成10年6月以後の産業廃棄物の不適正処分事案に対して
は産業界の自主的な拠出と国庫補助からなる基金による支障除去の措置に対する資金協力が行われている。

○そのほか、廃棄物の処理の流れに即した各段階での総合的な対策により廃棄物の不法投棄の未然防止を図るため「不法投棄ア
クションプラン」を推進している。

建設九団体
全国産業廃棄
物連合会

日本経団連
(建設除く） 日本医師会等

10年度 140 20 43 0 203

11年度 280 40 0 0 320

12年度 0 40 88 0 128

13年度 280 40 82 0 402

14年度 240 36 65 0.5 342

15年度 224 28 58 2.5 313

合計 1,164 204 336 3 1,707

年度

拠出額累計

民間計

身近な散乱ごみ対策の強化（破れ窓理論の応用）

・分別収集ガイドラインの策定、日常生活や引越時等におけるごみ減量化の推進 等

受け皿の確保と廃棄物処理システムの透明性の向上

・車両へのステッカー貼付、行政処分の徹底、国境を越える廃棄物移動の適正化
・処理施設の効率的整備に向けた国の支援の充実、処分場の安全対策の強化 等

優良処理業者の育成や行政における体制整備

・評価基準の策定と税制措置等による優良処理業者の育成

・指導員の派遣・産廃アカデミー等による国と地方の人材育成

・地方環境対策調査官事務所の充実・強化や、不法投棄ホットラインの整備等を通じた
環境監視（環境パトロール）活動や現場での即応体制の強化 等

身近な散乱ごみ対策の強化（破れ窓理論の応用）

・分別収集ガイドラインの策定、日常生活や引越時等におけるごみ減量化の推進 等

受け皿の確保と廃棄物処理システムの透明性の向上

・車両へのステッカー貼付、行政処分の徹底、国境を越える廃棄物移動の適正化
・処理施設の効率的整備に向けた国の支援の充実、処分場の安全対策の強化 等

優良処理業者の育成や行政における体制整備

・評価基準の策定と税制措置等による優良処理業者の育成

・指導員の派遣・産廃アカデミー等による国と地方の人材育成

・地方環境対策調査官事務所の充実・強化や、不法投棄ホットラインの整備等を通じた
環境監視（環境パトロール）活動や現場での即応体制の強化 等

アクションプランの概要アクションプランの概要

■地域における意識の向上

■廃棄物処理体制の強化

■制度を支える人材の育成

(単位：百万円）【産業界から基金への出えん状況】
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ウ 不法投棄対策（地方の取組（千葉県の事例））

○平成12年度における千葉県での産業廃棄物の不法投棄件数は160件、不法投棄量は12万1千トンとなっており、全国の産業廃棄
物不法投棄量の約30％を千葉県が占めていた。また、処理や運搬できないほどの量の廃棄物が不法に堆積される状態が続いて
いた。

○そこで、千葉県では、悪質な不法投棄を防止し、不法堆積を解消するため、条例の制定や県民参加型の不法投棄撲滅ネット
ワークの整備等の独自の対策を実施した。

○この結果、平成16年度には、不法投棄量は約9千トンとなり、10分の1以下という大幅な減少を実現した。

【千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例】
○自社で排出した産業廃棄物の運搬時にも廃棄物管理票の
作成、携行を義務付け

○処分場への廃棄物搬入時間の制限
○小規模産業廃棄物処理施設に許可制度を導入 等

【千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例】
○自社で排出した産業廃棄物の運搬時にも廃棄物管理票の
作成、携行を義務付け

○処分場への廃棄物搬入時間の制限
○小規模産業廃棄物処理施設に許可制度を導入 等

○県民参加型の不法投棄撲滅ネットワークの整備
・地域自治会単位で不法投棄の監視パトロールの実施
・不法投棄専用電話の設置
（勤務時間内は職員、土日はパトロールを行っている職員に転送）
○県の組織及び体制の充実
・民間警備会社への監視業務の委託

・市町村等との連携強化

（県職員に併任発令（平成16年度は６５市町村395名）のうえ、立
検査証を発効し、立入検査権を付与）

○適正処理の推進及び環境の保全

・不適正処理対策箇所の一斉点検
・不法投棄の原状回復等生活環境保全のための措置の実施 等

○県民参加型の不法投棄撲滅ネットワークの整備
・地域自治会単位で不法投棄の監視パトロールの実施
・不法投棄専用電話の設置
（勤務時間内は職員、土日はパトロールを行っている職員に転送）
○県の組織及び体制の充実
・民間警備会社への監視業務の委託

・市町村等との連携強化

（県職員に併任発令（平成16年度は６５市町村395名）のうえ、立
検査証を発効し、立入検査権を付与）

○適正処理の推進及び環境の保全

・不適正処理対策箇所の一斉点検
・不法投棄の原状回復等生活環境保全のための措置の実施 等

千葉県独自の不適正処理対策
千葉県千葉県独自独自の不適正処理対策の不適正処理対策

【千葉県の不法投棄量・投棄件数の推移】

【平成16年度実績】
・民間警備会社への委託：720回、1,226件
・市町村監視員への補助：1,308万8,500円（67市町村）
・不法投棄防止対策費：620万3,000円（30市町村）
・監視活動団体支援事業：３団体147万1,000円（3市町村）

【不法投棄・不適正処理の状況】
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○硫酸ピッチは、軽油取引税の脱税目的でＡ重油と灯油を混合して不正な軽油が製造される際に製造される硫酸の残渣物であり、
強酸性であるため直接触れると肌が焼けただれることや腐食したドラム缶から漏出した硫酸ピッチが雨水と接触することによ
り亜硫酸ガスが発生することもある。

○不法投棄されたドラム缶から硫酸ピッチが漏れ出し、土壌や地下水が汚染される等の問題が発生した。

○そのため、脱税や不正軽油の譲受け等に関する罰則の強化や関係省庁の連携を強化しているほか、地方での監視、取締りが実
施されている。

不法投棄された硫酸ピッチ入りのドラム缶
(出典：八都県市廃棄物問題検討委員会ＨＰ）

○脱税に関する罪の引き上げ
○製造承認義務違反や不正軽油の譲受等に関する罰則の強化
○指定有害廃棄物に指定
○警察庁、総務省、消防庁、資源エネルギー庁、環境省の５省庁で「硫酸
ピッチ不適正処分事案関係連絡省庁会議」を開催（平成15年8月)

○路上、ガソリンスタンド、運送会社に対する抜き取り検査
○不正軽油製造同業者や住民からの通報受付
○不正軽油対策協議会等を設置し、情報交換や啓発活動を展開
○未然防止や早期発見のためのパトロール等の監視、規制の徹底

三重県：硫酸ピッチ等を生じる工場等の設置に関する事前届出義務
京都府：硫酸ピッチの生成及び保管の禁止条例
東京都：低硫黄軽油の供給により硫黄分析法を導入

地方の取組 国の取組

エ 硫酸ピッチ対策

【地方での啓発活動の例】

首都圏の八都県市におい
ては、共同で、硫酸製造業
者や硫酸ピッチの不適正保
管が行われる恐れの高い倉
庫の管理者に対し、ポス
ター・リーフレットの配布
や倉庫への訪問を実施し、
啓発活動を行っている。

硫酸ピッチの不適正処分量

千葉県富津市の硫酸ピッチ不法投棄事案
硫酸ピッチが河川に流出したため、魚類、
川海老が死滅。
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オ ダイオキシン類対策（国の取組）

○ダイオキシンによる環境汚染及び人の健康への影響をめぐる諸施策について、関係行政機関相互の緊密な連絡を確保し、その
効果的かつ総合的な推進を図るため、ダイオキシン対策関係閣僚会議を開催（平成11年２月に第１回を開催）し、ダイオキシ
ン対策推進基本方針を策定した。（全国のダイオキシン類の排出総量を平成９年に比べ平成15年３月末までに約９割削減する
こととした。）

○「ダイオキシン類対策特別措置法」(平成11年法律第105号)を制定し、環境基準、排出ガス及び排出水について基準を設けた。

○また、高濃度ダイオキシン類汚染物については、分解処理の技術を技術処理マニュアルとしてまとめ地方公共団体等に広く周
知した。

○その他、ごみ処理施設の整備等に対して重点的に補助を行い、廃棄物焼却炉について大型化・集約化を図ることにより、ダイ
オキシン類排出量の削減を推進し、廃棄物焼却施設からのダイオキシン類排出量は平成15年は平成９年から約98％減少した。
（埼玉県では、施設の廃止等により一般廃棄物焼却施設が65施設（平成10年度）から53施設（平成16年度）に減少）

「高濃度ダイオキシン類汚染物分解処理技術マニュアル」
でとりあげた技術

(1)溶融方式、(2)高温焼却方式、(3)気相水素還元方式、
(4)還元加熱脱塩素方式、(5)超臨界水酸化分解方式、(6)
金属ナトリウム分散体方式、(7)光化学分解方式

「高濃度ダイオキシン類汚染物分解処理技術マニュアル」
でとりあげた技術

(1)溶融方式、(2)高温焼却方式、(3)気相水素還元方式、
(4)還元加熱脱塩素方式、(5)超臨界水酸化分解方式、(6)
金属ナトリウム分散体方式、(7)光化学分解方式

焼却施設の汚染物除去（除染）
解体の状況

DXNs

市町村毎の小規模焼却処理システム市町村毎の小規模焼却処理システム

DXNs

DXNs

循環型社会を支える基盤施設の整備循環型社会を支える基盤施設の整備

焼却炉の更新・広域化による焼却炉の更新・広域化による
ダイオキシン類対策の推進ダイオキシン類対策の推進

廃焼却炉の解体による廃焼却炉の解体による
施設整備用地の確保施設整備用地の確保

1010年前年前

廃棄物処理施設の広域化廃棄物処理施設の広域化
ダイオキシン類削減目標の達成ダイオキシン類削減目標の達成

廃焼却炉廃焼却炉 廃焼却炉廃焼却炉

廃焼却炉廃焼却炉
未解体未解体

未解体未解体

未解体未解体

現在現在

今後今後

廃焼却炉の廃焼却炉の
跡地の跡地の

有効利用有効利用

容器包装容器包装
ﾘｻｲｸﾙ推ﾘｻｲｸﾙ推
進施設進施設 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ

DXNsDXNs

市町村毎の小規模焼却処理システム市町村毎の小規模焼却処理システム

DXNsDXNs

DXNsDXNs

循環型社会を支える基盤施設の整備循環型社会を支える基盤施設の整備

焼却炉の更新・広域化による焼却炉の更新・広域化による
ダイオキシン類対策の推進ダイオキシン類対策の推進

廃焼却炉の解体による廃焼却炉の解体による
施設整備用地の確保施設整備用地の確保

1010年前年前

廃棄物処理施設の広域化廃棄物処理施設の広域化
ダイオキシン類削減目標の達成ダイオキシン類削減目標の達成

廃焼却炉廃焼却炉 廃焼却炉廃焼却炉

廃焼却炉廃焼却炉
未解体未解体

未解体未解体

未解体未解体

現在現在

今後今後

廃焼却炉の廃焼却炉の
跡地の跡地の

有効利用有効利用

容器包装容器包装
ﾘｻｲｸﾙ推ﾘｻｲｸﾙ推
進施設進施設 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ

改修不要
２２

改造改修
２７

新設 ４

廃止休止
１６

平成10年度 平成16年度末

○ダイオキシン規制に伴う焼却施設廃止数等（埼玉県）
（一般廃棄物焼却施設）

６５
５３

改修不要
２２

改造改修
２７

新設 ４

廃止休止
１６

平成10年度 平成16年度末

○ダイオキシン規制に伴う焼却施設廃止数等（埼玉県）
（一般廃棄物焼却施設）

６５
５３
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カ ダイオキシン類対策（地方の取組（埼玉県の事例））

○埼玉県では、 廃棄物処理施設の集中立地地域であったことなどから、ダイオキシンに対する住民の不安が高まった。

○埼玉県は、平成8年度からダイオキシンの実態把握や焼却炉規制、無害化研究などの対策に着手し、平成11年2月、「所沢産野菜ダイ
オキシン報道」が大きな社会問題となる中、対策の強化を行ってきた。

○また、「ダイオキシン類削減推進行動計画」を定め、県民・事業者・行政が一体となり、ダイオキシン削減のための対策を進め、平成14年
度の埼玉県内ダイオキシン類総排出量は、平成9年度と比較して約92％の削減となった。

7

埼玉県西部の所沢市、狭山市など３市２町にまたがる通称「くぬぎ山」周辺地域は、東京に隣接し交通の便が良いことから、
廃棄物処理施設が多く立地。焼却に伴うばい煙などによる生活環境の悪化に苦慮した地域住民が実施した結果で比較的高濃度の
ダイオキシン類が検出されたことから、ダイオキシン類による健康不安が一気に地域に広まる。

総合的なダイオキシン類対策の推進（６本の柱）

○母乳調査、野外焼却等に対する指導監視を開始(H9)
○県民代表を含む「ダイオキシン類削減対策検討委員会」を設置(H9)
○「川下対策」から「川上対策」へ。事前協議制度により県外廃棄物流入に係る管理を強化
（Ｈ11）
○「ダイオキシン類削減推進行動計画」を策定、「彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委
員会」を組織(H12)（H16.6、第8回委員会にて行動計画に定めた目標の達成を確認し、委員会
を終了）
○各種団体、事業者によるダイオキシン類対策草の根ネットワークを組織(H13)
○ダイオキシン類の削減目標の達成を確認(H15)

【埼玉県の取り組み】

小型焼却炉

【所沢市の取り組み】

○市議会に環境対策特別委員会設置。5t未満の焼却炉
の撤去を求める決議(H8)
○「ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取
り戻すための条例」可決・制定(H9)
○啓発用パンフレット発行、ダイオキシン相談員事業
を開始、家庭用小型簡易焼却炉の回収事業を開始
(H10)
○事業用小型焼却炉撤去費補助事業開始(H11)

啓発用パンフレット

平成10年度 ４,０３９

平成11年度 ４,１５１

平成12年度 ４,０２０

平成13年度 ３,１９２

平成14年度 ３,０７０

平成15年度 ３,４９５

平成16年度 ２,８８４

埼玉県ダイオキシン類関
連予算(百万円)

【問題の発端】

①実態の把握 ④県民との協働促進
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減推進委員会

⑥県の率先実行 体制の整備
地域調査
全県調査
母乳調査
野菜等緊急調査
排出実態調査 等

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減推進行動計画
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減キャンペーン
草の根ネットワーク

小型焼却炉の廃
止

②常時監視
大気・水質・土壌

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法
野焼き等不適
正撲滅対策
の実施

⑤無害化等
研究の促進

立入検査 監視・指導の強化 ③適正処理への支援

県外廃棄物
事前協議制

施設改善への支援
減量化・リサイクルへの支援

大気
河川水
河川低質
地下水
土壌

①実態の把握 ④県民との協働促進
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減推進委員会

⑥県の率先実行 体制の整備
地域調査
全県調査
母乳調査
野菜等緊急調査
排出実態調査 等

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減推進行動計画
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減キャンペーン
草の根ネットワーク

小型焼却炉の廃
止

②常時監視
大気・水質・土壌

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法
野焼き等不適
正撲滅対策
の実施

⑤無害化等
研究の促進

立入検査 監視・指導の強化 ③適正処理への支援

県外廃棄物
事前協議制

施設改善への支援
減量化・リサイクルへの支援

大気
河川水
河川低質
地下水
土壌



○ダイオキシン対策の経験（まとめ）

○ダイオキシン対策では、国のほか、専門家や地方公共団体等の関係者が連携し、適切な役割分担の下で一体的に取組を推進した。

○その中で、①国による対策の枠組みや全国基準の設定、②専門家による新技術の開発や人材の育成、③地方公共団体による施設
の整備や技術の普及等が大きな効果を挙げた。

8

ダイオキシン類問題の表面化
廃棄物焼却炉のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類発生量；6,500g-TEQ/年(H9年)

削減目標達成（平成9年度比で約９割削減)
一般廃棄物焼却炉のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類発生量

145g-TEQ/年(H15年)

平成 2年12月 旧ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定
平成 9年 1月 新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定

8月 廃掃法政省令の改正
(削減のための法的規制措置)

平成10年11月 廃掃法政省令の改正
(開放型冷水塔等からの飛散等防止基準)   

平成11年 3月 基本指針を決定

平成 2年12月 旧ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定
平成 9年 1月 新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定

8月 廃掃法政省令の改正
(削減のための法的規制措置)

平成10年11月 廃掃法政省令の改正
(開放型冷水塔等からの飛散等防止基準)   

平成11年 3月 基本指針を決定

平成11年 7月 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策特別措置法成立
平成12年 1月 同法施行

平成12年 6月 廃掃法政省令の改正
(焼却禁止に係る法的規制措置)

平成13年 3月 廃掃法政省令の改正
(廃棄物焼却設備の構造に係る規制強化)

平成13年 4月 焼却施設内作業における暴露
防止対策要綱策定

平成12年 6月 廃掃法政省令の改正
(焼却禁止に係る法的規制措置)

平成13年 3月 廃掃法政省令の改正
(廃棄物焼却設備の構造に係る規制強化)

平成13年 4月 焼却施設内作業における暴露
防止対策要綱策定

（財）廃棄物研究財団
○法規制に係る基礎調査・研究を大
学、ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶｰ等と協働して促進
・廃棄物処理におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ等の発生
メカニズムに関する研究（Ｈ１）

・ごみ処理に係るﾀﾞｲｵｷｼﾝ削減対策検討
会」にて緊急対策、高級対策を検討
(H8)→新ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定へ

・廃棄物処理過程におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ類縁
化合物の挙動と制御に関する研究

廃棄物学会

○シンポジウム、研究発表等を通し
て研究成果を発信
・都市ごみ焼却におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ問題に
関する京都会議1991(共催)

・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「ごみ焼却におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ
対策基本技術と今後の課題」(1991)

調査・研究

○市町村等による施設の改善・整備
○技術・人材を活用した取組の推進

地方による取組の実施 （財）廃棄物研究財団
（社）日本環境衛生工業会
○新技術の開発により焼却施設
への導入
・高濃度ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類汚染物分解処

理実証試験
・ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類施設改善手法検討調査

新技術の開発

（社）全国都市清掃会議
（社）日本環境衛生工業会
（社）日本廃棄物ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会
（財）日本環境衛生センター
○関係団体、民間ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等に
よる技術指導
・ごみ処理施設改良・改造事例集

技術支援

国際会議等で海外へ発信

（財）日本環境衛生センター
○人材育成により、施設の適切な
運営管理
・ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類削減に係る技術管理
者等講習会 (H11～H16年度)
延べ6,916名受講

人材育成



１．様々な事案への対応
(2) 海外への廃棄物等の輸出に対する問題

○有害廃棄物等の適正な輸出入を管理するため、バーゼル条約に基づく制度の運用を行っている。また、廃棄物処理法において
は、国内廃棄物については国内で処理することを原則としている。
○我が国からの海外への廃棄物等の輸出に関し、フィリピン、中国等で問題となった事例が生じている。

バーゼル条約
（平成４年５月発効、平成５年12月加入）
・条約批准・加入国１５７カ国と１機関
・有害廃棄物等の国内処理の原則
・有害廃棄物等を輸出する際の輸入国・
通過国への事前通告、同意取得の義
務付け
・非締約国との有害廃棄物等の輸出入
の禁止
・不法取引が行われた場合等の輸出者
による再輸入義務等
・移動種類の携帯等

バーゼル法の施行状況

日本の廃プラスチックの
輸出量は年々増加しており、
2003年にはその半分近くを
中国への輸出が占めていた。
2004年５月、我が国か

ら中国に輸出された廃プラ
スチックの品質が中国国内
基準に違反するとして、中
国は、日本からの廃プラス
チックの輸入を停止した。
日本政府は廃棄物の無確
認輸出の罰則強化や中国国
内基準の周知等の再発防止
策を講じた。
中国は、廃プラスチック
輸入停止措置を2005年9月
20日に解除した。

廃プラ輸出量推移（出典：貿易統計）
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【過去の違法な輸出事例】
1999年に栃木県小山市の産業廃棄物処理業者が

医療廃棄物を再生用古紙と偽り、フィリピンに輸
出した事件が発生した。

1999 年12 月、バーゼル条約違反であるとして、
フィリピン政府より日本政府にごみの回収が要求
された。これは、1993 年に同条約に加盟した日本
にとって初の回収・処理事例となった。

【政府の対応】
政府が行政代執行により２千トンを超える廃棄物

を速やかに日本に持ち帰り処理を行った。
事件を契機に、廃棄物の不法輸出の再発を防止し、

適正な処理を推進するため、廃棄物の不法輸出防止
に関する関係省庁連絡会議を設置した。
○代執行に要した費用：総額約2億8千万円
（回収費用約６千万円、処理費用等約2億2千万円）
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２．国内の３Ｒ推進のための基盤となるファクター
(1) 施設－高度なリサイクル施設の整備

○特定の産業から発生する全ての廃棄物を新たに他の分野の原料として活用し、最終処分される廃棄物をゼロにすることを目指
すことを地域の基本構想として位置づけ、同時にこれを通じた地域振興を図ることにより、先進的な環境調和型のまちづくり
を進めるエコタウン事業を実施している。

○この中で、現在、25の地域を指定し、民間事業者による廃棄物処理・リサイクル施設整備のうち、技術的に先進性・先駆性を
有し、地域の廃棄物処理・リサイクル体制の構築を図る上で将来性を有し、採算性が見込める事業計画、資金計画を有するも
の等に対して支援している。

10

写 真

【エコタウン地域の承認状況】

廃プラスチックアンモニア原料化施設
（川崎市）

エコセメント製造施設
（千葉県）

ＲＤＦ発電施設
（大牟田市）

非鉄金属回収施設
（秋田県）

写 真

三重県四日市市
【平成17年9月16 日承認】

平成１７年９月現在・２５地域

岐阜県【平成9年7月10日承認】
・廃タイヤ、ゴムリサイクル施設(経）
・ペットボトルリサイクル施設（経）
・廃プラスチックリサイクル施設（経）

青森県【平成14年12月25日承認】
・焼却灰･ホタテ貝殻リサイクル施設（経）

長野県飯田市【平成9年7月10日承認】
・ペットボトルリサイクル施設（経）
・古紙リサイクル施設（経）

札幌市【平成10年9月10日承認】
・廃ペットボトルリサイクル（フレーク化・シート化）施設（経）
・廃プラスチック油化施設（経）

川崎市【平成9年7月10日承認】
・廃プラスチック高炉還元施設（経）
・難再生古紙リサイクル施設（経）
・廃プラスチック製コンクリート型枠用パネル製造施設（経）
・廃プラスチックアンモニア原料化施設（経）
・ペットtoペットリサイクル施設（経）

北九州市【平成9年7月10日承認】
・ペットボトルリサイクル施設（経） ・家電製品リサイクル施設（経）
・ＯＡ機器リサイクル施設（経） ・自動車リサイクル施設（経）
・蛍光管リサイクル施設（経） ・廃木材･廃プラスチック製建築資材製造施設（経）
・製鉄用フォーミング抑制剤製造施設（経）

熊本県水俣市【平成13年2月6日承認】
・びんのリユース、リサイクル施設（経）
・廃プラスチック複合再生樹脂リサイクル
施設（経）

宮城県鶯沢町（現 栗原市）【平成11年11月12日承認】
・家電製品リサイクル施設（経）

広島県【平成12年12月13日承認】
・ＲＤＦ発電、灰溶融施設（経－新エネ、環－廃）
・ポリエステル混紡衣料品リサイクル施設（経）

北海道【平成12年6月30日承認】
・家電リサイクル施設（経）
・紙製容器包装リサイクル施設（経）

高知県高知市【平成12年12月13日承認】
・発泡スチロールリサイクル施設（経）

秋田県【平成11年11月12日承認】
・家電製品リサイクル施設（経）
・非鉄金属回収施設（経）
・廃プラスチック利用新建材製造施設（経）
・石炭灰・廃プラスチックリサイクル施設（経）

福岡県大牟田市【平成10年7月3日承認】
・RDF発電施設（経－新エネ、環－廃）
・使用済み紙おむつリサイクル施設（経）

山口県【平成13年5月29日承認】
・ごみ焼却灰のセメント原料化施設（経）

香川県直島町【平成14年3月28日承認】
・溶融飛灰再資源化施設（経）
・有価金属リサイクル施設（経－新エネ）

富山県富山市【平成14年5月17日承認】
・ハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設（経）
・木質系廃棄物リサイクル施設（環）
・廃合成ゴム高付加価値リサイクル施設（経）

兵庫県【平成15年４月25日承認】
・廃タイヤガス化リサイクル施設（環）

千葉県・千葉市【平成11年1月25日承認】
・エコセメント製造施設（経）
・直接溶融施設（環－廃）
・メタン発酵ガス化施設（環）
・廃木材・廃プラスチックリサイクル施設（経）
・高純度メタル・プラスチックリサイクル施設（経）
・貝殻リサイクル施設（経）
・塩化ビニル樹脂リサイクル施設（環）

岡山県【平成16年3月29日承認】
・木質系廃棄物炭化リサイクル施設（経）

東京都【平成15年10月27日承認】
・建設混合廃棄物の高度選別リサイクル施設（環）

経・・・経済産業省エコタウン補助金

経－新・・・経済産業省新エネ
補助金

環・・・環境省エコタウン補助金

環－廃・・・環境省廃棄物処理施設整
備補助金

岩手県釜石市【平成16年８月13日承認】
・水産加工廃棄物リサイクル施設（経）

愛知県【平成16年9月28日承認】
・ニッケルリサイクル施設（経）
・低環境負荷・高付加価値マット製
造施設（経）

大阪府【平成17年7月28日承認】

三重県鈴鹿市【平成16年10月29日承認】
・塗装汚泥堆肥化施設（経）



(2) 技術－リサイクル技術の発展
ア PETボトルのリサイクル技術の事例

○ＰＥＴボトルを始めとするポリエステル製品を回収し、再びポリエステル原料に戻す最先端の技術を開発し、これを実用化し
た原料リサイクル施設を整備している。

○この施設の一つでは、回収ＰＥＴボトル約30,000トン／年（500mlＰＥＴボトル約10億本相当）から、石油より製造したもの
と同等の高純度ＤＭＴ（テレフタル酸ジメチル）約24,000トン／年の回収を実現した。

【帝人のリサイクルプラント】

【ＰＥＴtoＰＥＴ技術の特徴】

・カラーボトル、ラベル等付属物に対応可能

・得られるモノマー純度は９９．９９％以上

・再生ボトル用樹脂は原油から作られるのもと

同等の品質を確保

・高い安全性（FDA、食品安全委員会）

・ラベル等の廃棄物はセメント原料に使用

⇒地域ゼロエミッションの実現

化学分解法
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【ＰＥＴボトルの原料リサイクルプロセスフロー図】
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